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○ ４６８都市が立地適正化計画について具体的な取組を行っている。 （平成３１年３月３１日時点）
○ このうち、２５０都市が令和元年５月１日までに計画を作成・公表。

立地適正化計画の作成状況

※令和元年５月１日までに作成・公表の都市（オレンジマーカー）
都市機能誘導区域、居住誘導区域ともに設定した市町村（赤字：２４７都市）、都市機能誘導区域のみ設定した市町村（青字：３都市）（令和元年５月１日時点）

合計４６８都市

雫石町 茂木町 五泉市 大月市 焼津市 桑名市 東大阪市 さぬき市

札幌市 野田村 水戸市 芳賀町 千葉市 上越市 上野原市 掛川市 名張市 阪南市 岡山市 三豊市 長崎市

函館市 日立市 船橋市 阿賀野市 藤枝市 亀山市 倉敷市 多度津町 佐世保市

旭川市 仙台市 土浦市 前橋市 木更津市 魚沼市 長野市 袋井市 伊賀市 神戸市 津山市 大村市

室蘭市 栗原市 古河市 高崎市 松戸市 南魚沼市 松本市 裾野市 朝日町 姫路市 笠岡市 松山市 時津町

釧路市 大崎市 石岡市 桐生市 成田市 胎内市 上田市 湖西市 尼崎市 総社市 宇和島市

美唄市 柴田町 龍ケ崎市 伊勢崎市 佐倉市 田上町 岡谷市 菊川市 大津市 西宮市 高梁市 八幡浜市 熊本市

士別市 利府町 下妻市 太田市 柏市 湯沢町 飯田市 伊豆の国市 彦根市 西脇市 備前市 新居浜市 荒尾市

名寄市 秋田県 常総市 館林市 市原市 諏訪市 牧之原市 近江八幡市 宝塚市 赤磐市 西条市 玉名市

北広島市 秋田市 常陸太田市 渋川市 流山市 富山市 小諸市 函南町 草津市 高砂市 真庭市 大洲市 菊池市

石狩市 横手市 高萩市 藤岡市 酒々井町 高岡市 伊那市 清水町 守山市 朝来市 伊予市 合志市

当別町 大館市 笠間市 吉岡町 栄町 魚津市 駒ヶ根市 長泉町 栗東市 たつの市 広島市 四国中央市 益城町

福島町 湯沢市 取手市 明和町 氷見市 飯山市 森町 甲賀市 福崎町 呉市 西予市

八雲町 大仙市 牛久市 邑楽町 八王子市 黒部市 茅野市 野洲市 太子町 竹原市 大分市

長万部町 山形県 つくば市 府中市 小矢部市 塩尻市 名古屋市 湖南市 三原市 高知市 別府市

江差町 山形市 ひたちなか市 さいたま市 日野市 入善町 佐久市 豊橋市 東近江市 奈良市 尾道市 南国市 竹田市

古平町 米沢市 守谷市 川越市 福生市 千曲市 岡崎市 大和高田市 福山市 土佐市 豊後高田市

鷹栖町 鶴岡市 常陸大宮市 熊谷市 狛江市 金沢市 安曇野市 一宮市 京都市 大和郡山市 府中市 須崎市 杵築市

東神楽町 酒田市 坂東市 秩父市 小松市 富士見町 瀬戸市 舞鶴市 天理市 東広島市 四万十市 豊後大野市

芽室町 寒河江市 かすみがうら市 本庄市 相模原市 輪島市 白馬村 春日井市 亀岡市 桜井市 廿日市市 玖珠町

足寄町 上山市 つくばみらい市 東松山市 横須賀市 加賀市 豊川市 長岡京市 五條市 北九州市

村山市 小美玉市 春日部市 鎌倉市 羽咋市 岐阜市 刈谷市 八幡市 葛城市 下関市 大牟田市 宮崎市

青森市 長井市 大洗町 深谷市 藤沢市 白山市 大垣市 豊田市 京田辺市 宇陀市 宇部市 久留米市 都城市

弘前市 南陽市 城里町 草加市 小田原市 野々市市 多治見市 安城市 南丹市 川西町 山口市 直方市 日向市

八戸市 中山町 東海村 蕨市 秦野市 穴水町 関市 蒲郡市 田原本町 萩市 飯塚市 三股町

黒石市 阿見町 戸田市 厚木市 中津川市 江南市 豊中市 王寺町 防府市 田川市 国富町

五所川原市 福島市 境町 朝霞市 大和市 福井市 瑞浪市 小牧市 池田市 岩国市 八女市

十和田市 会津若松市 志木市 伊勢原市 敦賀市 美濃加茂市 東海市 吹田市 和歌山市 光市 筑後市 鹿児島市

むつ市 郡山市 宇都宮市 蓮田市 海老名市 小浜市 各務原市 知多市 高槻市 海南市 柳井市 行橋市 鹿屋市

七戸町 いわき市 足利市 坂戸市 松田町 大野市 大野町 知立市 守口市 有田市 周南市 小郡市 薩摩川内市

階上町 白河市 栃木市 鶴ヶ島市 勝山市 静岡県 尾張旭市 枚方市 新宮市 宗像市 曽於市

須賀川市 佐野市 日高市 新潟市 鯖江市 静岡市 豊明市 茨木市 湯浅町 徳島市 太宰府市 いちき串木野市

盛岡市 喜多方市 鹿沼市 毛呂山町 長岡市 あわら市 浜松市 田原市 八尾市 小松島市 朝倉市 奄美市

宮古市 二本松市 日光市 越生町 三条市 越前市 沼津市 弥富市 寝屋川市 鳥取市 阿南市 那珂川市 姶良市

大船渡市 田村市 小山市 小川町 新発田市 越前町 熱海市 東郷町 河内長野市 若桜町 遠賀町 徳之島町

花巻市 国見町 真岡市 川島町 小千谷市 美浜町 三島市 大東市 高松市

北上市 猪苗代町 大田原市 鳩山町 見附市 高浜町 伊東市 津市 和泉市 松江市 丸亀市 鹿島市 那覇市

陸前高田市 矢吹町 那須塩原市 上里町 燕市 島田市 四日市市 箕面市 大田市 坂出市 小城市

二戸市 新地町 那須烏山市 寄居町 糸魚川市 甲府市 富士市 伊勢市 門真市 江津市 善通寺市 嬉野市

八幡平市 下野市 妙高市 山梨市 磐田市 松阪市 高石市 隠岐の島町 観音寺市 基山町

長崎県北海道 茨城県 千葉県 岡山県

宮城県 群馬県 長野県 兵庫県

愛媛県

福岡県

熊本県

富山県

広島県

東京都 大分県

愛知県 高知県

滋賀県

埼玉県 奈良県

石川県 京都府

神奈川県

岩手県

岐阜県 山口県 宮崎県

青森県

大阪府

福島県 福井県

栃木県

沖縄県

和歌山県 鹿児島県

新潟県 徳島県

鳥取県

香川県

三重県 島根県 佐賀県

山梨県
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計画作成都市数の分析（都市規模別）

○ 都市計画区域を有する1374都市のうち、440都市（約３割）が立地適正化計画を策定又は取組中。
○ 20～50万人規模の自治体の４分の３が取り組んでいる一方で、10万人未満の中小規模の自治体の取組が
遅れている。

取組あり
18%

（152）
取組な

し
82%

（678）

【5万人未満（830都市）】

取組あ

り
45%

（117）

取組な

し
55%

（145）

【5～10万人（262都市）】

取組あり
72%

（68）

取組な

し
28%

（26）

【20～50万人（94都市）】

取組あ

り
62%

（15）

取組な

し
38%

（9）

【50～100万人（24都市）】

取組あ

り
64%

（7）

取組なし
36%

（4）

【100万人以上（11都市）】

取組あり

32%（440）

取組なし

68%（934）

【都市計画区域を有する都市】

（1374都市）

H30.12末時点
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取組あ

り
53%

(81)

取組な

し
47%

（72）

【10～20万人（153都市）】



0% 20% 40% 60% 80% 100%

各種ハザード区域の状況

公共交通利用者数の推移

地域別人口分布と生活サービス機能の立地状況

年齢層別人口の推移・将来見通し

土地利用の推移・現状

地域別人口の推移・将来見通し

DID面積・人口の推移

歳入・歳出構造

地域別人口分布と公共交通の運行頻度等の関係

空き家状況

地価動向

【立地適正化計画作成時の主なデータ分析状況】

分析している 分析していない

作成時のデータ分析状況

○ 立地適正化計画の作成に当たり、特に分析が重要と考えられる項目のうち、「ハザード区域の状況」「公共交通の利用者
数」「地域別人口分布と生活サービス機能の立地状況」「年齢層別人口の推移・将来見通し」「地域別人口の推移・将来見通
し」などの項目はほとんどの都市で分析が行われている。一方で、「地域別人口分布と公共交通の運行頻度等の関係」や「空
き家状況」「地価動向」については、分析を行っていない都市もみられる。

H30.12末時点

※186都市が対象
（複数回答可）
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75

33

23

16

11

13

21

0 10 20 30 40 50 60 70 80

人口密度等の指標

公共交通利用者数等の指標

病院等の誘導施設立地数等の指標

歩行者通行量等のにぎわい指標

外出率・歩数等の健康指標

その他

未設定

〇 立地適正化計画で定めている目標値（KPI）としては、人口密度等が最も多く（65%）、次いで公共交通利
用者数等が多いが、両指数が本計画の基幹的な指数であることに鑑みると、十分とは言えない状況。

目標値の設定状況

（注）KPI未設定の都市においては、
居住誘導区域の設定にあわせてKPI設定を検討中

【立地適正化計画の目標値の設定状況】
（都市数）

＜その他の指標の例＞
・空き家率、空き家数
・地価公示
・住民満足度

H29.12末時点

（65%）

（28%）

※116都市が対象
（複数回答可）
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1)居住誘導区域
ⅰ)生活利便性が確保される区域
－都市機能誘導区域となるべき中心拠点、地域／生活拠点の中心部に徒歩、自転車、端末交通等を介
して容易にアクセスすることのできる区域、及び公共交通軸に存する駅、バス停の徒歩、自転車利
用圏に存する区域から構成される区域

ⅱ)生活サービス機能の持続的確保が可能な面積範囲内の区域
－社会保障・人口問題研究所の将来推計人口等をベースに、区域外から区域内に現実的に誘導可能な
人口を勘案しつつ（本手引きＰ84参照）、区域内において、少なくとも現状における人口密度を
維持することを基本に、医療、福祉、商業等の日常生活サービス機能の持続的な確保が可能な人口
密度水準が確保される面積範囲内の区域
※生活サービス機能の持続性確保に必要な人口密度としては、計画的な市街化を図るべき区域とさ
れる市街化区域の設定水準が一つの参考となる。

ⅲ)災害に対する安全性等が確保される区域
－土砂災害、津波災害、浸水被害等により甚大な被害を受ける危険性が少ない区域であって、土地利
用の実態等に照らし、工業系用途、都市農地、深刻な空き家・空き地化が進行している郊外地域な
どには該当しない区域

○望ましい区域像

居住誘導区域の設定に関する基本的な考え方【「立地適正化計画作成の手引き」より抜粋】

○居住誘導区域の検討

国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口をもとに、長期的な地区別人口見通しを見据えつつ、以下の観点等
から具体の区域を検討。

 徒歩や主要な公共交通路線等を介した拠点地区へのアクセス性

 区域内の人口密度水準を確保することによる生活サービス施設の持続性

 対象区域における災害等に対する安全性

6



誘導区域の設定状況

○ 居住誘導区域の設定率は、40%以上の都市が約９割。逆に、都市機能誘導区域の設定率については、
40%以下の都市が約85％。

【居住誘導区域の設定率の分布状況】

都市計画区域

市街化区域等

居住誘導区域

都市機能誘導区域

居住誘導
区域割合 ＝

市街化区域等

例：居住誘導区域の設定率のイメージ

居住誘導区域

1 1

5 5
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27 28 27

0
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都市数

居住誘導区域割合

(n=154)

H30.12末時点

【都市機能誘導区域の設定率の分布状況】
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(n=186)
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〔1〕市街化区域が元々コン

パクトで、居住誘導区域
外となる市街化区域等が
ほとんど生じない都市

〔3〕都市計画区域がすでにほ

ぼ市街化しており、居住誘
導区域外となる市街化区域
等がほとんど生じない都市

〔2〕市街化区域等面積と居

住誘導区域面積の差が
大きい都市

居住誘導区域

適さない区域

居住誘導区域外と
なった市街化区域

（≒非集約エリア）

市街化区域等

都市計画区域 ○市町村合併等を背景に人口密
度の低い市街地を周縁部に抱
えている都市

○地方都市の郊外部に位置し全
体的に人口密度が低い都市
など

主に、大都市圏の中心部に近
く、比較的市域面積の小さい
都市

主に、地形条件から居住可能な
平坦面が限られている都市

○ 居住誘導区域の設定の傾向としては、低密度等を背景として、市街化区域等と居住誘導区域面積に違
いが大きい都市が多い（47都市）。一方で、市街地がコンパクトな都市や市街化が進んでいる都市につ
いては、違いがほとんど生じていない。

４７都市１８都市 １２都市

〔４〕非線引き都市 47都市

都市類型別に見た居住誘導区域設定の傾向①

【居住誘導区域を設定済の124都市の傾向】
H30.5時点
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基盤が整備された区域
（土地区画整理事業、民間開発事業実施区域等）

都市機能または生活利便施設が
集積する拠点

一定の人口密度が維持される区域

公共交通の利便性が高い地域
（鉄道またはバスの利用圏域）

市街化区域又は用途地域が設定されている区域

【居住誘導区域】 【居住誘導区域外となった市街化区域等
（≒非集約エリア）】

適さない
区域

基盤が整備されていない区域

人口密度の低下が見込まれる区域

公共交通の利便性が低い区域

都市機能または生活利便施設が
集積していない区域

適さない区域の主な要件
・災害危険性の高い地域
・住宅建築に制限のある用途地域、地区計画区域
・まとまった非可住地（大学、大規模な都市公園、
自衛隊駐屯地等） 等

○ 居住誘導区域の主要な設定条件は、「公共交通の利便性」「都市機能又は生活利便施設の集積状
況」「基盤整備の有無」」 「人口密度」となっている。

○ 市街化区域等面積と居住誘導区域面積の差が大きい４７都市のうち、設定条件に該当する区域を
積み上げて居住誘導区域を設定している都市は３３都市。

１４都市

３３都市

都市類型別に見た居住誘導区域設定の傾向②

H30.5時点
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都市類型別に見た居住誘導区域設定の傾向③

居住誘導区域設定条件 具体的な内容例
条件とした
都市数

公共交通の利便性が高い区
域

・鉄道駅から800m～1km圏内
・主要バス路線※のバス停から300m～500m圏内

※一定の運行本数がある路線、拠点間を結ぶ幹線路線等

28/33

都市機能又は生活利便施設
が集積する拠点

・都市機能誘導区域及びその徒歩圏内
・地域の生活拠点となる区域（合併した旧市町村の中心部等）

・医療施設、福祉施設、商業施設等生活利便施設から
一定の距離の範囲内

21/33

基盤が整備された区域 ・土地区画整理事業施行区域
・1～2ha以上の開発区域
・（少数）公共下水道の整備区域

11/33

一定の人口密度が維持される
区域

・将来の人口密度が一定以上※である区域
※DIDの基準となる40人/haの設定例が最も多く、地域独自の基準も一部にみられ
る

11/33

その他 ・拠点に近接しているが人口減少が見込まれる区域
・平坦面
・歴史的な街並みが残る区域 等

7/33

○ 居住誘導区域の設定条件に該当する区域を積み上げて居住誘導区域を設定している３３都市のう
ち、「公共交通の利便性」や「都市機能又は生活利便施設の集積状況」を条件とした都市が多い。

○ 一方で、「基盤整備の有無」「人口密度」については条件としていない都市も多くみられる。

H30.5時点
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の
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率

市街化区域人口密度(人/ha)

居住誘導区域の設定率と人口密度の関係

※１ 対象都市は、市街化区域を有する都市で居住誘導区域を設定している都市

（2018年5月現在で立地適正化計画を策定・公表している７７都市）

※２ 居住誘導区域の設定率＝居住誘導区域面積／（市街化区域面積－工業専用地域面積）（2018.5）

※３ 人口密度＝市街化区域内人口／（市街化区域面積－工業専用地域面積） （2016都市計画年報）

○ 居住誘導区域の設定率と人口密度には、緩やかな相関が認められるところ。
○ 都市近郊の人口密度が高い（100人/ha以上）都市で居住誘導区域の設定率が高い傾向にある一方で、人口密度がやや低
い（40人/ha未満）都市でも居住誘導区域の設定率が高くなっている都市もみられる。

H30.5時点
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〇 市街化区域内人口密度と比較し、居住誘導区域における人口密度は高密、非集約エリアは低密度に設定さ
れている傾向にある。

人口密度の設定状況（居住誘導区域人口密度順）

※１ 対象都市は、市街化区域を有する都市で居住誘導区域を設定している都市（平
成30年12月末現在102都市）のうち、人口密度の算出手法が市街化区域と居住誘導
区域、非集約エリアで同一であるもの（38都市）

・市街化区域は最新の定期見直し時のデータ

・居住誘導区域は、計画策定時の現況データ

※２ このため 市街化区域設定時と、居住誘導区域等設定時に使用した国勢調査デー
タの時点には5年程度のずれがあるものが多い。

・市街化区域設定時：H12,H17,H22,H27国勢調査

・居住誘導区域設定時：H22,H27国勢調査

市街化区域内と居住誘導区域内の人口密度設定状況の比較

H30.12末時点

12

人口密度
（人／ha）

市街化
区域

居住誘
導区域

非集約
エリア
（※３）

平均値 ５０．２ ５７．８ １９．１

中央値 ４７．２ ５７．６ １４．１

中央値



居住誘導区域における目標年での趨勢人口と目標人口との関係

立適策定年度
（H30）

目標年度
（H39）

A現状人口 B趨勢人口 C目標人口

イ 都市全体 100,000 70,000

ロ 居住誘導区域内 50,000 35,000 50,000

ハ 居住誘導区域外 50,000 35,000 20,000

X軸：イA→Cの増減率/（目標年度－策定年度）

Y軸：ロB→Cの増減率/（目標年度－策定年度）

-3.0%/年

+4.3%/年

0.00%

0.50%

1.00%

1.50%

2.00%

2.50%

3.00%

3.50%

-6.00% -5.00% -4.00% -3.00% -2.00% -1.00% 0.00% 1.00%

グラフタイトル趨勢人口に対し、目標人口達成のために誘導すべき人口の増加率（年率換算）
【都市全体の人口増減率(年率換算)との対比】

都市全体の人口増減率
（作成年⇒目標年：年率換算）

居住誘導区域において、趨勢人口
に対し、目標人口達成のために誘
導すべき人口の増加率
（作成年⇒目標年：年率換算）

注１）居住誘導区域内の目標年における目標人口は作
成都市からの聞き取り。一方、趨勢人口は、計画
作成年から目標年までの都市全体の人口増減率
を、居住誘導区域の現況人口に乗じて推計（居住
誘導区域内と居住誘導区域外の人口増減率の
割合を同じと仮定して機械的に算出）。

注２）データが不足している都市、数値がイレギュラー
な都市（目標人口より趨勢人口が大である等）は
除外している（154都市が対象）。

○ 趨勢人口に対し多少の背伸びをしている程度の目標設定をしている都市が一般的だが、過大な目標人
口を設定している都市も一部みられる。

【Ｘ軸・Ｙ軸の設定イメージ】

H30.12末時点
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誘導施設の設定状況

〇 立地適正化計画に位置づけられている誘導施設は、市役所等の行政、医療・福祉、商業、金融、学

校、文化などとなっている。

分類 誘導施設の具体例

行政機能を有する施設 市役所、支所、区役所、国・県機関、窓口機能

高齢者向け施設 高齢者福祉施設、通所系介護施設、社会福祉センター、地域包括支援センター

障がい者関連施設 障がい者福祉施設、障がい者相談支援センター

健康増進等施設 スポーツ施設、健康増進施設、体育館、総合運動場

子育て関連施設 子育て支援センター、保育園、保育所、認定こども園、送迎保育ステーション

商業施設 商業施設・スーパー・大規模商業施設（店舗面積○㎡以上）、百貨店

医療施設 診療所、総合病院、病院（○床以上）、病院（内科・外科）、調剤薬局

金融施設 金融機関、銀行、信用金庫、銀行（ＡＴＭ含む）

学校施設 小学校、中学校、高等学校、専修学校、大学

文化等施設 図書館、コミュニティーセンター、博物館、美術館、コンベンション施設
14



〇 各都市が、立地適正化計画の作成の際に、重要と考える主要連携分野については、
「地域公共交通」、「都市再生・中心市街地活性化」、「医療・福祉」、「子育て」が多い。

主要連携分野について

H30.12末時点
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136

8

102

98

55

73

23

26

20

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

①地域公共交通

②都市再生・中心市街地活性化

③医療・福祉

④子育て

⑤都市農業

⑥公共施設再編

⑦住宅

⑧学校・教育

⑨防災

⑩広域連携

⑪環境

⑫その他

(都市数)
【立地適正化計画の作成の際に重要と考える主要連携分野】

※186都市が対象
（複数回答可）
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〇 立地適正化計画と都市計画マスタープランや地域公共交通網形成計画を同時期に作成・公表してい
る都市は一定程度みられるが、緑の基本計画と同時期に作成・公表している都市は少ない傾向にある。

関連計画との一体的な作成の状況

都市計画
マスタープラン 公表

（H30.12.31時点）

地域公共交通
網形成計画 公表

（H30.12.31時点）

緑の基本計画
公表

（H29.3.31時点）

立地適正化計画
公表都市
186都市

51都市
（27.4％）

71都市
（38.2％）

13都市
（7.0％）

【参考】
186都市の

各計画の作成状況

作成済：185都市(99%)

（検討中:1都市）
作成済：110都市(59%)

(検討中：15都市)
作成済：144都市(77%)

【立地適正化計画の作成・公表時期から前後１年以内に公表した計画】

各計画との組み合わせ 都市数

立適 ＋ 都市計画MP ＋ 網形成計画 21都市（11.3％）

立適 ＋ 都市計画MP ＋ 緑のMP 2都市（1％）

立適 ＋ 網形成計画 ＋ 緑のMP 4都市（2.2％）

立適 ＋ 都市計画MP ＋ 網形成計画 ＋ 緑のMP 1都市（0.5％）
16



立地適正化計画制度における広域連携の事例（中播磨圏域）

【兵庫県姫路市・たつの市・太子町・福崎町】

背景・課題
・人口減少・高齢化を背景に、鉄道路線を軸として沿線自治体
が必要な都市機能を分担・連携することの必要性が増大。

・平成27年以降、沿線自治体や交通事業者からなる勉強会・
協議会を設立し、各都市の役割分担や連携のあり方について
検討。

２市２町による「中播磨圏域の立地適正化の方針」の策定
・平成29年３月、姫路市、たつの市、太子町、福崎町の２市２町（人口計６７万
人）により、広域的な立地適正化の方針を策定。

・広域的な都市機能の集積を図るべき地区を姫路駅周辺、その他の地域的な都市機
能の集積を図るべき地区を各拠点に設定し、現状の施設立地状況を踏まえつつ、役
割分担を整理。

姫路市（姫路駅周辺）

姫路市（飾磨駅、野里駅、網干駅、

山陽網干駅、広畑駅・夢前川駅、
はりま勝原駅 等）

たつの市（本竜野駅・市役所周辺、竜

野駅 等）

太子町（役場周辺）

福崎町（福崎駅、役場周辺）

広域都市機能集積地区（姫路駅周辺）
姫路駅前に大規模店舗、医療系専門学校を誘致、民
間病院と公営病院を統廃合等により、高度で多様な
都市機能の強化を図るとともに、国際競争力の強化
や県を代表する顔としてふさわしい風格のある都市
空間の形成を図る。

地域都市機能集積地区
広域都市機能集積地区と連携しつつ、広域行政機関
（国県機関）、高度医療施設、大規模商業施設等の
高度な都市機能を役割分担し、維持・充実を図る。
また、他の地区との距離を勘案した配置や、連携に
よる相互補完についても考慮する。

【都市機能の役割分担と連携（都市機能集積地区の位置づけ）】

【公共交通利便性の高い区域への居住推進】

駅 バ
ス
停

バ
ス
停

徒歩等利
用圏域

居住誘導
推進区域

＜イメージ図＞

居住誘導推進区域
・鉄道駅等周辺に集積する広域・地域都市機能の利
便性を活かした居住の推進を図る区域を設定。

・鉄道駅からの徒歩圏や、鉄道駅にバス利用でアク
セス可能な圏域を基本として区域を設定。

分野 高次都市機能 役割分担

医 療 機
関

三次救急医療機関
（ 救 命 救 急 セ ン
ター）

姫路市

二次救急医療機関 姫路市・たつの市

教 育 機
関

大学 姫路市・福崎町

短期大学 姫路市

専修学校 姫路市

高等学校 相互補完

分野 高次都市機能 役割分担

文化施設 図書館・美術館・博物館等 相互補完

スポーツ施設等
体育館 相互補完

総合公園 姫路市・たつの市・太子町

主要コンベンション施設 姫路市

商業施設 百貨店、大型SC等 姫路市・たつの市

＜高次都市機能増進施設の設定及び役割分担＞

JR本竜野駅

JR姫路駅

山陽姫路駅

太子町

姫路市

たつの市

福崎町JR福崎駅
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・各市町において考え方が異なった場合は、規制がより緩和された地
域に居住が集中し、人口の奪い合いになることが懸念

・このため市街化調整区域においては、「人口減少下における土地利
用ガイドライン（平成２８年３月：群馬県）」の考え方に基づき運用

立地適正化計画制度における広域連携の事例（館林都市圏）

広域立地適正化に関する基本方針の位置づけ

館林市

板倉町

明和町

千代田町

邑楽町

目指すべき将来都市構造のイメージ 広域的な連携体制の構築

広域的な機能を有する施設の
立地が見込まれる場合は、協議
会の枠組みの中で、検討・調整
を行う

広域的な枠組みの中で、確保・
維持すべき機能について整理

介護福祉機能 子育て機能

教育機能（高校・大学） 商業機能

医療機能 文化機能

公共交通利用促進機能

市街化調整区域における土地利用のあり方

○ 平成29年５月、群馬県館林市、板倉町、明和町、千代田町、邑楽町の１市４町（人口約14万人）により
「館林都市圏広域立地適正化に関する基本方針」を策定

○ 館林市中心部を都市圏の核となる「広域中心拠点」に位置づけ、その他の市町については、一定程度
の都市機能が集積する地域を「中心拠点」に位置づけるなど、都市圏全体の利便性を高めるため、機能
分担等を整理。

18



届出・勧告制度の活用状況

■届出件数上位都市
鹿児島市 32件
水戸市 20件
岐阜市 15件
熊本市 14件
鶴岡市 13件

■届出件数上位都市
熊本市 281件
札幌市 232件
金沢市 211件
岐阜市 153件
高松市 131件

87都市

99都市

都市機能誘導区域における

届出の状況

106都市

48都市

居住誘導区域における

届出の状況

うち、
・情報提供・調整

を行った：25都市
・あっせん・勧告

を行った：0都市

都市機能誘導区域 居住誘導区域

154都市186都市

H30.12末時点

届出があった
47%

届出があった
69%

19

うち、
・情報提供・調整

を行った：29都市
・あっせん・勧告

を行った：1都市

■情報提供等の例
≪情報提供≫
・立地適正化計画の概要、主旨等
・誘導区域に立地する場合の支援措置等
≪調整等≫
・誘導区域での開発・建築について検討要請

■情報提供等の例
≪情報提供≫
・立地適正化計画の概要、主旨等
・売却検討中の市有財産情報
・土砂災害警戒地区等の災害リスク

■勧告の例
・防災対策先導区域※における地階を居室利
用する建築行為に対し是正するよう勧告

→地階の居室利用をとりやめ

※）誘導区域外に存する津波浸水想定区域等のうち市が立適計画に定めた区域



特定用途誘導地区等の活用状況

○ 居住調整地域、跡地等管理区域、駐車場配置適正化区域、特定用途誘導地区等の活用は少ない状況。

大湊地区

金谷地区

田名部地
区

鉄道

主要バス路線

むつ市中心地区周辺

拠点

公営住宅（現状）

公営住宅（集約後）

（用途地域の56％）

（用途地域の25％）

バスターミナル（統合
後）

居住調整地域（１都市）

【青森県むつ市】

白地地域全域（14,209ha）に、「特定用途制限
地域」を設定（H28.4）99％のエリアで、床面積
500㎡以上の店舗等の立地を禁止。

用途地域周辺の特定用途制限地域で開発圧
力のある地域(2,423ha)に、 「居住調整地域」
を設定（H30.4）区域内における一定規模以上
の住宅開発は、市街化調整区域と同様の開
発許可制度が適用。

駐車場配置適正化区域（１都市）
※検討中：6都市 ※検討中：10都市

金沢市役所

金沢駅

都市機能誘導区域

駐車場配置適正化区域

都心軸（再開発実施エリア）

金沢城跡公園学生のまち市民交流館

再開発施設（商業系主体）

金沢市駐車場配置適正化区域

土地区画整理事業エリア

進出した民間企業

【石川県金沢市】

立地適正化計画でまちなか駐車場区域（※）
を「駐車場配置適正化区域」に位置づけ
※まちなか駐車場区域：「金沢市における駐車場

の適正な配置に関する条例」で定める区域）

条例により、まちなか駐車場区域内での駐車
場（５０ｍ２以上）の新設・増築や営業方法等
を変更する場合の届出を設定

特定用途誘導地区（２都市）

※検討中：9都市
【京都府長岡京市】

質の高い医療サービスの提供に向けた病院
施設の充実を図るために、「地域医療支援病
院」に限定して建築物の容積率の最高限度を
250％とする「特定用途誘導地区」を都市計画
に位置づけ

※跡地等管理区域の活用実績はなし（検討中：４都市）

H30.12末時点

20



立地適正化計画への記載事例等

～岡崎市立地適正化計画（H30.11.21）より抜粋～
①立地誘導促進施設協定に関する事項

～西脇市立地適正化計画（H30.12.28）より抜粋～
②低未利用土地利用等指針に関する事項
③低未利用土地権利設定等促進計画に関する事項

【記載例】

①

②

③

○ 立地適正化計画に都市のスポンジ化対策に関する必要事項を記載した自治体は以下のとおり。

①低未利用土地権利設定等促進計画に関する事項：２７都市

②立地誘導促進施設協定（コモンズ協定）に関する事項：２７都市

21

H31.3末時点



居住誘導区域への人口集積の状況

増加した都市 減少した都市 合計

44 都市 69.8% 19 都市 30.2% 63都市＊

【参考】 「新経済・財政再生計画（平成３０年１２月）」に位置付けられたＫＰＩ
・ 市町村の全人口に対して、居住誘導区域内に居住している人口の占める割合が増加している市町村数
：評価対象都市の２／３

（対象）平成２８年度までに立地適正化計画を作成・公表した都市のうち、平成２９

年度までに居住誘導区域を設定した都市 ６５都市を対象

（方法）平成２９年４月１日と平成３０年４月１日の数値をもとに算出※

※立地適正化計画を公表した年度の翌年度4月1日を基準とし、その後の各年度の数値と比較

（結果）

*２０１６年度までに立地適正化計画を作成・公表した都市のうち、２０１７年度までに居住誘導区域を設定した都市
は65都市あるが、このうち、データ未集計等が2都市あるため。

〇 平成２８年度までに立地適正化計画を作成・公表した都市のうち、平成２９年４月から平成３０年４月に
かけて、市町村の全人口に対して、居住誘導区域内の人口の占める割合が増加した都市は約７割。
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増加した都市 維持した都市 減少した都市 合計

28 都市 28.0% 35 都市 35.0% 37 都市 37.0% 100都市

（対象）平成２８年度までに立地適正化計画を作成・公表した都市

（＝都市機能誘導区域を設定した都市）１００都市を対象

（方法）平成２９年４月１日と平成３０年４月１日の数値をもとに算出※

※立地適正化計画を公表した年度の翌年度４月１日を基準とし、その後の各年度の数値と比較

（結果）

都市機能誘導区域への誘導施設の誘導状況

〇 平成２８年度までに立地適正化計画を作成・公表した都市のうち、平成２９年４月から平成３０年４月に
かけて、 市町村全域に存する誘導施設数に対して、都市機能誘導区域内における誘導施設の占める
割合が維持・増加した都市は約６割。

【参考】 「新経済・財政再生計画（平成３０年１２月）」に位置付けられたＫＰＩ
・ 立地適正化計画に位置付けられた誘導施設について、市町村全域に存する当該施設数に対して、都市機能
誘導区域内に立地する当該施設数の占める割合が維持または増加している市町村数：評価対象都市の２／３
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モデル都市（第一弾 H29年５月）の公表と周知

○ 立地適正化計画を作成し、コンパクトなまちづくりを行っているモデル的な都市の形成・横展開に
取り組んでおり、第１弾として平成２９年５月に１０都市を選定・公表した。

24

人口

都道府県 (Ｈ27国調)

都市
機能

市街化区域等
の面積に占める割合

居住 市街化区域等
の面積に占める割合

○ 29% ○ 55%
・地域公共交通
・都市再生・中心市街地活性化

1-10 九州 熊本市 熊本県 740,822 H28.4.1

H29.4.1 ○ 27% ○ 51%
・都市再生・中心市街地活性化
・医療・福祉

1-9 九州 飯塚市 福岡県 129,146

○ 6% ○ 31%・都市再生・中心市街地活性化

○ 7% ○ 67%
・都市再生・中心市街地活性化
・学校・教育

・地域公共交通
・医療・福祉

H29.3.31

1-8 中国 周南市 山口県 144,842

1-7 近畿 和歌山市 和歌山県 364,154

H29.3.30
（都市機能）

H31.2.1
（居住）

H29.3.1
（都市機能）

H30.10.1
（居住）

○ 68%
・地域公共交通
・医療・福祉

H29.3.31
（都市機能）

H31.3.28
（居住）

1-6 近畿 大東市 大阪府 123,217

1-5 中部 岐阜市 岐阜県 406,735

H30.1.31 ○ 18% ○ 89%
・子育て
・公共施設再編
・住宅

○ 16% ○ 57%

○ 23% ○ 69%

・雪対策
・地域公共交通
・都市再生・中心市街地活性化
・ＰＲＥ活用・ＰＦＩ

H29.3.31

1-4 北陸 金沢市 石川県 465,699

1-3 北陸 見附市 新潟県 40,608

H29.3.31 ○ 13% ○ 43%
・地域公共交通
・都市再生・中心市街地活性化

○ 13%

 立地適正化
計画公表日

重点テーマ

参考

番
号

ブロック

市区町村名

誘導区域の設定状況

1-2 東北 鶴岡市 山形県 129,652

1-1 東北 弘前市 青森県 177,411

H29.4.1
H30.11.1
（変更）

○ 8% ○ 40%
・住宅（空き地・空き家対策）
・産業振興（ベンチャー）



○ 第２弾として平成３０年６月に１１都市を選定・公表した。

モデル都市（第二弾 H30年６月）の公表と周知
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人口

都道府県 (Ｈ27国調)

都市
機能

市街化区域等
の面積に占める割合

居住 市街化区域等
の面積に占める割合

50%

・安全安心な居住の推進
・観光振興

・公共施設再編
・環境（スマートシティ）
・民間ストック活用（民間連携）
・定住・移住促進

91%

9%

7%

429,508 H30.8.1 ○2-11

961,286 H29.4.1 ○ ○ 47%2-10 九州 北九州市 福岡県

8% ○ 63%九州 長崎市 長崎県

2-9 四国 高松市 香川県

・国公有地の最適利用
・公共施設再編
・鉄道事業者との連携による駅周辺整備

404,152 H29.3.31 ○ ○

・都市再生・中心市街地活性化
・地域公共交通

420,748 H30.3.30 ○ ○

2-8 中国 三原市 広島県

44%

・にぎわい交流拠点の整備（PPP活用）
・公共施設再編
・空き家活用

96,194 H29.12.25 ○ ○

・中心市街地活性化
・観光振興
・公共施設再編
・郊外開発抑制

2-7 近畿 枚方市 大阪府

○ 72%近畿 大野市 福井県 33,109 H30.3.19 ○2-6 28%

21% 86%

2-5 中部 藤枝市 静岡県

○ 33%北陸 黒部市 富山県 40,991 17%

11%

2-4

・PRE活用
・まちなか居住の促進
・中心市街地活性化
・地域公共交通

143,605 H30.3.20 ○ ○ 81%

関東 松本市 長野県 243,293

H29.3.31
（都市機能）

H31.3.31
（居住）

○

・まちなかへの居住誘導及び交通利便性向上
　　　　　　　　　　　　　　　　（民間連携）
・公共施設集約

20%

H30.3.30 ○

・地域コミュニティの活動の場創出
　（空き地・空き家の活用）
・地域公共交通（多極分散ネットワーク）

2-3

413,954 H30.4.2 ○ ○ 80%2-2 関東 柏市 千葉県

・公共施設再編
・回遊性確保（駐車場配置適正化）
・まちのにぎわい創出（民間連携）

○ 50%

9%

市区町村名

誘導区域の設定状況

2-1

番
号

ブロック

・誘導区域外の開発抑制
・公園を核にした賑わい（P-PFI等活用）
・公益施設集約

○ 56%東北 むつ市 青森県 58,493
H29.2.20

R1.5.7(変更)
○ 25%

 立地適正化
計画公表日

重点テーマ

参考



見附地区

居住誘導区域

都市機能誘導区域

コミュニティバス路線

ネーブルみつけ

コミュニティ銭湯

見附市役所

道の駅

見附駅

＜集約区域図＞

見附市立病院

コミュニティバス

○地域コミュニティ組織（11地区）
において使途を地域に委ねた自由度の
高い交付金により地域づくりを支援。

○コミュニティワゴンを貸与し、
都市部と村部を結ぶ。

「スマートウエルネスみつけ 」の実現 ～都市部と村部が持続する歩いて暮らせる健幸都市～

＜見附市立地適正化計画図＞

期待される効果

＜集約区域外＞

交通 バスで拠点を連結

○市役所等の都市機能が集積する見附地区と他の地区を

コミュニティバスで結び、回遊性を向上。
運行間隔を25分短縮（45分(H26)→ 31分(H28)→20分(R2)）

拠点 まちなかへ都市機能を集積

○空き商業施設を改修し、市民の
交流拠点として、健康運動教室,
物産コーナー,子育て支援等の
機能を集積。

年間利用者数48万人。

健康 歩きたくなるまちなか

○全国初の「歩こう条例」「健幸基本条例」の施行

○健幸ウォーキングロードなど歩ける環境の整備

○健幸ポイント制度＊の導入
＊歩数や運動教室への参加等によりポイントが貯まり、

地域商品券等と交換可能

○健幸クラウドを活用した施策の実証的検証

＜集約区域内＞

高齢者の介護費用を５.１億円／年(※)削減

H22～H24は

県内１位

介護認定率の推移（見附市調べ）

1.7％減

高齢者の外出機会を増加

地域 自治権を住民に

(株)つくばウエル
ネスリサーチと連携

目標

トレンド

歩く高齢者数を増加

19.2％

20.9％

囲碁・将棋コーナー

コミュニティバスの年間利用者数を約63％増加

（12万人(H27)→20万人(R2)）

○まちなかにコミュニティ銭湯を整備。

年間利用者数20万人。

14.0

16.0

18.0

20.0

22.0

H20 H22 H24 H26

見附市
新潟県
全国

※ 見附市の介護認定率の目標値及び「平成27年度 介護認定給付費
等実態調査(厚生労働省)」に基づく一人あたり介護費用190.9千円/月

より国土交通省が試算

R2

子育て支援センター 市民交流コーナー健康運動教室 物産コーナー

ネーブルみつけ

コミュニティワゴンによる通院コミュニティワゴン

見附市役所

道の駅

見附駅

見附市立病院

見附駅周辺地区

見附地区

今町地区

（地域公共交通網形成計画）平成２８年３月策定
（立地適正化計画）平成２９年３月３１日公表（都市機能）

平成３１年３月２８日変更 （居住）

地域コミュニティ
（ふるさとセンター設置箇所）

コミュニティワゴン

デマンドタクシー

居住誘導区域

立地適正化計画区域

都市機能誘導区域

立地適正化計画を土台に各種まちづくりを総合的に展開している事例(見附市)
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幹線区間における
サービス水準維持･向上

地域生活拠点
（トランジットセンター）

まちなか
（JR・名鉄岐阜駅）

-2

幹線バス路線沿線への居住誘導

居住誘導区域の人口密度を維持
51.2人/ha(H27)→ 51.2人/ha(R17)

居住誘導区域へ３.３万人誘導(区域外人口の約２０％)

バス利用者増・運行の効率化
により乗車効率約2割向上

ビッグデータや地域住民の意見を反映させた、
生産性の高い持続可能な地域公共交通の再構築

まちなかへ出かける仕掛けづくり

医療費抑制

約２７億円/年
※1 岐阜市の設定する各計画の目標が達成された場合を仮定して国土交通省試算

〇市街地再開発と合わせて、まちなかに健康・運動施
設を整備

〇中心市街地空き店舗を活用した健康ステーション
〇歩車分離、ウォーキングコースの案内、トイレ整備・
ウォーキングMAP作成

〇住民参加型の健康づくり運動
（各地域で実施）

成人に占める8000歩/日歩く人の割合が増加

※1

まちなかへの居住誘導

〇まちなか２地域の５プロジェクトで約1100戸供
給(予定含む)。更に４プロジェクトも検討中。

〇まちなか居住を支援
(新築・購入：４０万円～最大８０万円/戸)

① ② ③

歩いて暮らせる
まちなか居住者
の増加

沿線人口の
増加により
バス利用者
増加

ま
ち
な
か
へ
の
バ
ス+

徒
歩
の

ア
ク
セ
シ
ビ
リ
テ
ィ
向
上

バス年間利用者数

※1

※3 国民健康・栄養調査（2008～13年、2012除く）から国土交通省算出

自治会の協力でウォーキング

インベント実施

都市機能誘導区域
（地域生活拠点）

生活に必要な機能を維持
(医療、福祉、子育て、
教育、商業)

バスの利便
性向上によ
り沿線人口
増加

幹線バス

市街化区域

都市機能誘導区域

居住誘導区域

鉄道駅

鉄道路線

全国平均:
２％減

（H17→H25)

居住 交通

健康

公共交通の便利な地域を居住誘導区域に設定

(市街化区域の５７％)
（郊外団地は生活環境を維持しつつ誘導区域に含めない）

万人 5年増減

H12 2,390 

H17 1,780 ▲610 -26%

H22 1,800 +20 +1%

H27 1,730 ▲70 -4%

R2 1,900 +170 +10%＜目標＞

※1

①

②

健康・運動施設

福祉・医療等施設
（３Ｆフロア）

③

岐阜市柳ケ瀬健康
ステーション(健康

チェック、健康づくり教
室、健康相談等)

柳ケ瀬通周辺地域

ＪＲ岐阜駅

イメージ図

玉
宮
通
り

都市部の
回遊性向上
歩行者空間
の確保

都市再生緊急整備地域

市街地再開発事業
完了 組合設立
準備組合設立 準備組合設立前

福祉施設
(特養等)

岐阜駅北地域

完成後統合

※1
運転手不足

に対応

ビッグデータと都市構造を重ね合せ、
幹線バス区間を設定
幹線バス区間はＢＲＴ化（岐阜駅直通路線を統合）

※2 第三次ぎふ市民健康基本計画より引用
20歳以上の岐阜市民7.9万人(歩行数4000歩以上～8000歩
未満)が8000歩、歩くよう(歩行数平均1300歩増加)になれば達成

26.7%(H28)→50%(R3)※2

全国平均＝32.4％ ※3 

〇ビックデータで乗車率の高いダイヤを設定
〇乗継拠点の整備と
併せて路線分割を行い、
幹線と支線を役割分担
(岐阜駅のハブ化も実施）

〇地域住民が、ルート、ダイヤ、運賃を
決定するコミュニティバスを運行

バス会社
の協力により
ICカード導入、

ビックデータ取得

立地適正化計画を土台に各種まちづくりを総合的に展開している事例(岐阜市)
（地域公共交通網形成計画）平成２７年４月３日公表
（立地適正化計画）平成２９年３月３１日公表
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都市機能誘導区域

交流

交流
送迎保育ステーション

基幹産業の集積を図り職住超
近接を目指すエリア
※居住誘導区域から除外

居住誘導区域

産業集積・職住
超近接エリア

（P）

駅そばの子育て世代
向け環境整備

市街化調整区域

流入・定住

※大東市資料等をもとに国土交通省試算

特に居住を誘導する区域を独自設定し、駅前で子育
て世代等のニーズにマッチする住環境・住宅の確保を
重点的に実施
・駅前等の公営住宅で子育て世代の優先入居枠を設ける方向で
調整

・PPPによる市営住宅の建替え、民間住宅の供給

『北条まちづくりプロジェクト』

市営住宅建替え・公園再整備を皮切りに、PPP手法を
用いつつ遊休公的不動産を活用し段階的な地域づくり
を実施 （H28.10まちづくり会社設立済）

四条畷駅周辺エリア

子育て世代の生活利便・就業環境向上に
向けた都市機能を誘導
・送迎保育ステーション（既存の私立保育園を市が活用）

・多機能型保育所（病児保育、一時預かり等）

等を誘導施設に位置づけ

住道駅周辺エリア

（立地適正化計画）平成３０年１月公表

25～44歳の女性の就業者1,300人増により、約１００億円の経済効果を創出※

第１弾ＰＪ
（約1.4ha）

若年層向けのコンテンツを重点的に誘導
野崎駅周辺エリア

廃校舎をリノベーションし、スポーツ・歴史・文化・食
のコンテンツを備えた交流拠点化。段階的に周辺
に取組を広げ、若年層の交流人口増加を図る。

『深野北小学校跡地活用プロジェクト』

・産業活性化センターでの就労環境整備（創業支援（D-Biz）等）
・市内在住・就労者に限定した奨学金返還補助
・雇用者の市内居住を確保する企業に対する支援
・創業支援の取組に駅前公共空間等を活用 等

→ ソフト施策による子育て世代等への就労支援 子育て世代の居住誘導により北条地域の子育て世代が４
割増加※
（R2までの北条地域への子育て世代流入339人（大東市まち・ひと・しごと創生総合戦略））

民間投資を呼び込み、市営住宅の建て替え等の事業費

の1/１5の支出（大東市試算）で実施

（事業スキームイメージ）

送迎保育サービス利用者は送迎の時間を

平均32分/人・日短縮※
（住道駅周辺から大阪駅方面への通勤を想定）

市街化区域

市街化調整区域

立地適正化計画を土台に各種まちづくりを総合的に展開している事例(大東市)

学術・研究エリア

・借上げ市営住宅
・民間賃貸住宅 都市公園

店舗・共用棟

店舗・オフィス棟

子育て世代の流入・定住・交流に特化し、都市機能誘導区域を
鉄道駅周辺に絞り込んで設定
→ 子育て世代のニーズに即して働きやすい環境を整備し、戦略的に子育て世代の定住を促進

・出生率を1.43（H27）から1.6（R2）に改善
・25～44歳の女性の就業率を58.0%（H22）から67.2%（R2）に改善

25～44歳女性の就業者が約1300人増※
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住民への効果的アプローチを行っている事例①

○ 地方自治体から住民への立地適正化計画の作成に当たってのアプローチ方法として、住民参加型のワーク
ショップや、パネル展示を行うオープンハウス等を実施している例がある。

住民へのアプローチ手法 都市数

①住民アンケート 153

②住民説明会 294

③公聴会 46

④ワークショップ 56

⑤住民代表が参加する協議会 158

⑥パブリックコメント 385

⑦その他 39

●その他の主な意見※多い順
○オープンハウス（パネル展示）
○市民フォーラム
○シンポジウム

H30.3末時点

※407都市が対象
（複数回答可）
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住民への効果的アプローチを行っている事例②

○ 福山市では、立地適正化計画の基本方針を打ち出し、将来の市街地像を示す等の市民に訴えかけるような
効果的なPRを実施している。

【事例】福山市立地適正化計画基本方針 ～地図で見るふくやまの現状と未来～
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○ 第一種低層住居専用地域内の敷地で、病院の増築ニーズがあったが、当該地域では病院が立地できない
なか、都市計画の見直しによらず、建築基準法第48条ただし書き許可により増築した事例

建物用途 病院（病床数：192床）

用途地域 第一種低層住居専用地域（80／50）

敷地面積 約8,765㎡

建物規模

延べ面積：約6,636㎡
（うち増築分約1,713㎡）

建築面積：約3,719㎡
（うち増築分約1,188㎡）

容積率を緩和した病院（右側）

【出典】Google マップ

用途地域図（非線引き） ※現在立地適正化計画を作成中

一種低層
（80／50）

一種中高層
（200／60）

一種住居
（200／60）

商業
（400／80）

二種住居
（200／60）

近隣商業
（200／80）

準工業
（200／60）

駅

駅

一種中高層
（200／60）

一種住居
（200／60）

【出典】Google マップ

病院

【参考】
用途規制の特例許可（建築基準法第48条ただし書き）により、第一種低層住居専用地域又は第
二種低層住居専用地域内で、病院が立地したのは、１０年間（H18年度～H27年度）で５１件

住宅地内における生活支援施設等の用途緩和ニーズの例（病院）
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○ 第一種住居地域、第一種低層住居専用地域内の敷地で、病院の立地ニーズがあり、都市計画の見直しに
よらず、総合設計制度（建築基準法第59条の２ ）により、容積率を150％から190％に緩和した事例。

建物用途 病院（病床数：170床）

用途地域
第一種住居地域（200／60）
第一種低層住居専用地域（100／50）

敷地面積 約3,179㎡

建物規模 延べ面積：約7,455㎡、建築面積：約1,430㎡

【参考】
総合設計制度（建築基準法第59条の２）により、容積率が緩和された

病院は、１０年間（H18年度～H27年度）で２３件

容積率を緩和した病院（右側）

一種低層
（100／50）

駅

【出典】Google マップ

用途地域図

病院

※現在立地適正化計画を作成中

住宅地内における生活支援施設等の容積率緩和ニーズの例（病院）
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用途地域 第二種低層住居専用地域（100／50）

建物用途 コンビニエンスストア

建物規模 約190㎡（増築後）

■第二種低層住居専用地域（一部、第一種低層住居専用
地域を含む）内の敷地で、コンビニエンスストアの増築
ニーズがあったが、第二種低層住居専用地域内では床
面積が150㎡を超える店舗は立地できないため、建築基
準法第48条ただし書き許可により増築した事例

■第一種中高層住居専用地域内のグラウンド跡地で、ド
ラッグストアの立地ニーズがあったが、第一種中高層住
居専用地域内では床面積が500㎡を超える店舗は立地
できないため、建築を断念した事例

用途地域 第一種中高層住居専用地域（200／60）

建物用途 ドラッグストア

建物規模 500㎡超

○ 居住誘導区域内において、コンビニエンスストアの増築ニーズがあったが、当該地域では床面積が150㎡を
超える店舗は立地できないなか、都市計画の見直しによらず、建築基準法第48条ただし書き許可により増築し
た事例等。

第二種低層
住居専用地域

第一種低層住居専用地域

第一種住居地域

第一種中高層
住居専用地域

第一種低層
住居専用地域

第一種住居地域

※事例はいずれも立地適正化計画作成都市で、居住誘導区域内

住宅地内における生活支援施設等の用途緩和ニーズの例（店舗）
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■北九州市の定住・移住に関する財政的支援

【住むなら北九州 定住・移住推進事業】（平成29年度創設）

定住・移住を強力に推進するため、一定要件を満たす街なか（※）

の住宅を取得等する費用の一部を補助する事業。

⇒住宅取得費用に係る補助（最大５０万円）

①市内に転入前又は転入後２年以内の２人以上の世帯等が、街なかの新築又は
中古の住宅を購入する場合に補助 又は、

②市内に居住し、市外へ勤務する３９歳以下の新婚世帯が、結婚を機に街なかの
住宅を取得する場合に補助

※街なか：居住誘導区域及び当該区域を含む町丁目のエリア

■住宅金融支援機構の住宅ローン【フラット３５】地域活性化型

市内の定住促進・市外からの移住推進

居住誘導区域（北九州市立地適正化計画）

住宅金融支援機構
【フラット35】の金利引下げ

地方公共団体
補助金交付などの財政的支援 連携

補助額
最大50万円

【ﾌﾗｯﾄ35】借入金利から
当初５年間 年▲0.25%

北九州市 住宅金融支援機構

事業のイメージ

地域活性化に関して積極的な取組みを行う地方公共団体と住宅金融
支援機構が連携し、ＵＩＪターンやコンパクトシティ化に資する住宅取得に
ついて、地方公共団体の財政的支援とあわせて【フラット35】の借入金
利を一定期間引き下げる制度。

【取組事例（福岡県北九州市）】

背景・課題

・平成２９年度から、市は、「住むなら北九州 定住・ 移住推進事業」
に基づき、街なかへ定住・移住しようとする者に対する財政的支援を実施。

・当該事業の認定者のうち連携の要件を満たした者を対象に、住宅金融
支援機構において、住宅ローン「フラット３５」の金利を引き下げ。

・立地適正化計画に定める居住誘導区域等への定住・移住を要件とする
ことで、利便性の高い公共交通沿線等に居住を誘導。

住宅金融支援機構の「フラット３５」と連携して、
居住誘導区域内等への居住誘導を推進

・少子高齢化、人口減少問題は喫緊の最重要課題
人口 976,846人(H22)→961,286人(H27) △15,560人：全国最多

高齢化率 29.3%(H27) 政令市第１位

・北九州市への定住・移住を強力に推進する事業をH28創設

・今後は生活利便性の高い区域への居住誘導によるコンパクト
なまちづくりの推進が必要 (H29.4に北九州市立地適正化計画を公表)

コンパクトシティ形成に関して「フラット３５」協定締結済みの地方公共団体
→ １５団体（H31.3.1時点）

「フラット３５」を活用した居住誘導の推進

居住誘導区域

市街化区域

公共交通網

34



市街化区域の既存住宅市街地

◯ 最寄り駅からバス10分（1～2本／hの運行）。停留所から500m程度。
◯ 第1種低層住居専用地域。
◯ 狭隘な道路等インフラ整備が十分でなく、管理状態も悪い箇所がある。
◯ 空き家、空き地が目立ってきており、空き地には雑草が繁茂。市営住宅も老朽化してきている。
◯ 一方で、新しい戸建てが散在。空き地を活用した菜園利用も見られる。

損傷が進む空き家 雑草が繁茂する空き地 雑草が繁茂する空き地

老朽化した市営住宅 狭隘な道路 35

非集約エリアの住宅市街地の事例①

コミュニティ農園



◯ 最寄り駅からバス15分程度、バス停から1km程度。
◯ 第1種低層住居専用地域、第1種住居地域（都市計画道路沿道：一部未整備）。
◯ 基盤整備がなされておらず、道路は狭隘。
◯ 大半が農地のままであるが、栗畑、自家消費用栽培など、積極的な農業生産が見られないと思われる
ものも存在。

◯ 一部で10軒程度の規模のミニ開発やアパート建設がみられるが、全体としては住宅開発の見込みはな
い模様。

栗 畑貸地となっている土地 新築アパート

耕耘がなされた農地 野菜栽培がなされている農地 ミニ開発による住宅地

市街化区域の住宅市街地見込み地
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非集約エリアの住宅市街地の事例②



○ 人口減少が進み、空き地が散在している住宅地において、空き地の菜園利用により、
土地所有者の管理負担の軽減と、住民の生活の質の向上に寄与。

福井市における空き地の土地管理状況

空き地所有者のメリット

・雑草の管理負担の軽減
・土地条件や利用状況により固定資産税評価額
が減少する場合も

利用者のメリット

・体力向上、健康的な生活
・精神的な豊かさ・生きがい
・近隣交流の増加
・おいしく安全な野菜の収穫 等

（出典）原田陽子・椿翠（2018）：福井市市街化区域における空き地の菜園利用の分布特性と利用実態－人口減少期における空き地の活用可能性に関する研究－.都市計画論文集, 53(1), 1-10

写真は原田陽子先生（福井大学）ご提供
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非集約エリアにおける空き地の管理と居住環境①



○ 未分譲の区画が残る分譲宅地、空き地が発生した分譲宅地において、空いている隣接区画を庭として
セットで貸与したり、住民が自ら取得して区画統合したりすることで敷地を２戸１化することで、広々とした
住環境形成を促進。

【事例】きららのくに みどりが丘（千葉県大網白里市）

 約89haの開発面積に約2100区画を設けた郊外型住宅団地。
 当初は通常サイズ１区画分を販売したものの、販売は不振。
 その後、１区画に住宅を建設し、隣接１区画分を庭として一体利用するこ

とを条件に無償貸与して計２区画分の敷地を利用できる形態の宅地を販売
したところ好評を得たため、この方式の販売を拡大。

【事例】福井県坂井市春江町Ａ団地

 坂井市春江町のＡ団地は、福井市中心部から北
へ約20kmに位置し、福井市のベッドタウンとし
て1971年に開発。

 子供や孫の居住地として購入したが居住が進ま
ない、資産として購入したが思う価格で売れな
いなどの理由で、未利用状態の空き地が存在。

 住民が自ら隣接区画を購入して、２世帯住宅へ
の建て替え、庭や菜園、駐車場としての利用を
行う例が増え、 322区画中101区画で区画統合が
行われている。

初期の供給区画（１区画分）

２区画利用の住宅全体区画図

（出典）原田陽子・薬袋奈美子・菊地吉信「地方都市郊外戸建住宅地の居住の継続に関する研究」
（一般社団法人土地総合研究所 土地関係研究者育成支援事業／土地関係研究推進事業 報告書）

空地（左）と区画統合（右）の状況

（出典）原田陽子「空き地の複数区画利用と暫定利用の可能性」
（日本建築学会編『縮小時代の土地利用計画』より）
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非集約エリアにおける空き地の管理と居住環境②



ｂ 目標年次において、次に掲げるような都市的土地
利用が行われないと想定される土地の区域が市街地
に含まれることとなる場合には、これを市街化区域の
規模から除外することが望ましい。
ア 生産緑地地区その他の将来にわたり都市的土地
利用が想定されない土地の区域

2) 市街化区域の規模の設定

③ 市街化区域の規模

（３）区域区分の決定の有無及び区域区分を定める際の方針

○ 立地適正化計画の実効性を高めるためには、居住誘導区域外の土地利用コントロールが必要で
あり、生産緑地制度は有効な手段。

○ 一方、地方都市では、農業政策上、都市農地の重要性が認識されていないことや、調整区域の
農家とのバランス等の観点から、制度の導入が進まない状況。

○ 生産緑地の指定は、人口フレームから除外することが可能であり、インターチェンジ周辺開発等
のミティゲーションとして活用しうる。

都市計画運用指針

茨城県 常陸太田市、五霞町

長野県 長野市

石川県 金沢市

愛知県 大口町

京都府 大山崎町

大阪府 千早赤阪村

和歌山県 和歌山市

福岡県 福岡市

宮崎県 門川町

＜生産緑地を導入している地方都市＞
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地方都市における生産緑地制度の活用



○ 全国の開発許可件数は21,718件で面積は6,882ha（H29年度）
○ 市街化区域の開発許可件数※は8,792件で全体の約40%、面積は2,910haで全体の約42%
○ 市街化調整区域の開発許可件数は11,339件と全体の約52%、面積は1,851haで全体の約27%

※市街化区域については1,000㎡以上
（三大都市圏は500㎡以上）が申請対象
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○ 法第34条１号から９号及び１３号に定める「本則許可」に該当する許可実績はそれほど多くなく、

「既存宅地（詳細後述）」や「条例緩和」の実績の割合が高い。
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法第34条各号別開発許可件数・面積



○ 都市計画法第34条第11号は、以下の全ての要件を満たす地域であって、条例で指定した地域におい
て、指定した用途に係る開発行為を市街化調整区域で許容している（通称「11号条例」）。

既に相当程度公共施設が整備されていることが想定さ

れ、また隣接、近接する市街化区域の公共施設の利用も可

能であるため、開発行為が行われたとしても、積極的な公

共投資は必ずしも必要とされず、スプロール対策上支障が

ないとの考え。

・市街化区域に隣接、近接している地域
・市街化区域と一体的日常生活圏を構成している地域
・おおむね50戸以上の建築物が連たんしている地域

※ 災害発生の恐れのあるエリア、優良な集団農地等は対象
区域から除外することとなっている（都市計画法施行令第
29条の8）。

【11号条例制定の経緯】
11号条例制定前は、既存宅地で
あることが確認された区域で一定
の条件を全て満たすものは建築
許可不要（通称「既存宅地確認制
度」）であった。

不調和な建築物が建築されるなど
無秩序な市街化の原因となってい
たため、平成12年の法改正によ
り、許可要件を条例で定め許可に
係らしめることとなった。
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都市計画法第34条第11号に基づく条例（11号条例）による開発



○ 11号条例の対象区域を市街化調整区域内で広範囲に設定していることで、にじみ出し的な開発が進
み、スプロールが進行してしまう場合がある。

市街化調整区域

にじみ出し無し にじみ出し有り

11号区域を図面で明確に指定
⇒区域外の開発は許可されない

市街化調整区域

11号区域を調整区域全域に指定
新たな開発が徐々に進み、

スプロールが進行＝にじみ出し

50m間隔で
50戸連たん

50m間隔で
50戸連たん

（例）市街化調整区域全体または広域を11号区域として指定
連たん数50戸、連たん距離50mを満たすものを許可

市街化区域

（例）市街化調整区域内の一定区域を11号区域として指定
連たん数50戸、連たん距離50mを満たすものを許可

「にじみ出し的な開発」とは？

市街化区域
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11号条例に基づく「にじみ出し的な開発」について



○ 市街化調整区域を有する自治体の約半数が11号条例を制定。
そのうち３割弱がにじみ出し的な開発を認めており、市街化調整区域におけるスプロールが懸念される。

制定

148

未制定

48%

136

法第34条第11号に基づく条例の制定

５2％
41

72%
107

にじみ出し的な開発について

認めている

２8％

認めていない

区域の指定方法
文言指定（78%）、図面指定(19％)、その他(3％)

区域の指定方法
文言指定（24％）、図面指定(72%)、その他(4%)

市街化区域に隣接し、又は近接し、かつ、自然的社会的諸条件から市街化区域と一体的な日常生活圏を構成していると
認められる地域であっておおむね五十以上の建築物（市街化区域内に存するものを含む。）が連たんしている地域のう
ち、政令で定める基準に従い、都道府県等の条例で指定する土地の区域内において行う開発行為で、予定建築物等の用
途が、開発区域及びその周辺の地域における環境の保全上支障があると認められる用途として都道府県の条例で定める
ものに該当しないもの

11号条例の制定状況① にじみ出し的な開発

11号条例の制定が可能な開発許可権者（都道府県、指定都市、中核市、特例
市、全部処理市町村のうち、市街化調整区域を有する自治体に対し、アン
ケート調査を実施。そのうち、回答いただいた284市町村について集計したも
の。（平成30年4月末時点の状況） 45



〇 文言指定の場合
第●条 法第34条第11号の対象となる区域は，市街化調整区域のうち，次のいずれかに該当する土地の区域と

する。
a 敷地間の距離が50メートルを超えない距離に位置している建築物（市街化区域に存するものを含む。）が50以
上連たんしている土地の区域

b 前号に規定する土地の区域の境界線から最短距離が５０メートル以内の土地の区域

〇 図面指定の場合
第△条 法第34条11号の条例で指定する土地の区域は市長が条例で指定する区域内における開発行為等であっ

て以下に掲げる要件のいずれにも該当するものであること
a 敷地間の距離が50メートルを超えない距離に位置している建築物（市街化区域に存するものを含む。）が50以

上連たんしている土地の区域
b 市長が別図で指定する土地の区域

区域の指定が広範囲で、スプロールが懸念される

区域を図面指定していないため、にじみ出し的な開発でスプロールが懸念される

図面指定しているが、
区域の指定が広範囲

＜別図イメージ＞

※おおむね50戸以上の建築物が連たんしている地域
を指定することとされているが、自治体により地域の
捉え方に差異があるため、広範囲に指定される場合
がある。

11号区域
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11号条例の制定状況② にじみ出し的な開発に関する条例での規定例



距離のみ

46%

距離＋条件

17%

距離は考慮せず

37%

市街化区域に隣接・近接の判断基準

市街化区域に隣接し、又は近接し、かつ、自然的社会的諸条件から市街化区域と一体的な日常生活圏を構成していると認
められる地域であっておおむね五十以上の建築物（市街化区域内に存するものを含む。）が連たんしている地域のう
ち、政令で定める基準に従い、都道府県等の条例で指定する土地の区域内において行う開発行為で、予定建築物等の用
途が、開発区域及びその周辺の地域における環境の保全上支障があると認められる用途として都道府県の条例で定める
ものに該当しないもの

「距離は考慮せず」の場合の指定方法

※全５２自治体のうちコメントで回答が多かったものを記載

・市街化調整区域全域もしくは大部分が市街化区域と近接していると判断し

ている（20）

・旧町役場前など既存の集落地域を指定している（７）

・道路、下水等の公共施設の整備がなされている地域（５）

○ 「市街化区域に隣接・近接」の要件として、何らかの形で距離を考慮している自治体は過半数。
一方、距離を考慮していない自治体の一部は市街化調整区域全域を11号条例の対象区域としている。

「距離＋条件」の例

・市街化区域からの距離が1,000m以内で、

宅地化率が40%以上であること

11号条例の制定状況③ 市街化区域に隣近接

アンケート調査に回答いただいた284市町村のうち、11号条例を制定して
おり、かつ「市街化区域に隣接し、又は近接し」の判断について回答が
あった139市町村について集計したもの。（平成30年4月末時点の状況）
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2

～2000m

4

～1500m

12
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8
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市街化区域に隣接し、又は近接し、かつ、自然的社会的諸条件から市街化区域と一体的な日常生活圏を構成していると認
められる地域であっておおむね五十以上の建築物（市街化区域内に存するものを含む。）が連たんしている地域のう
ち、政令で定める基準に従い、都道府県等の条例で指定する土地の区域内において行う開発行為で、予定建築物等の用
途が、開発区域及びその周辺の地域における環境の保全上支障があると認められる用途として都道府県の条例で定める
ものに該当しないもの

○ 「市街化区域と一体的な日常生活圏を構成している」の要件として、①～③を運用指針に示しているが、
要件化している自治体において36%～45%となっており、突出して多く要件化されているものはない。

「その他」の例

・道路・上下水道等インフ

ラ整備状況により判断

・旧既存宅地制度で指定

していた区域 等

11号条例の制定状況④ 市街化区域と一体的な日常生活圏を構成

0% 10% 20% 30% 40% 50%

①河川、山林、高速道路等が存し、かつ、明ら
かに日常生活圏が分断されているか否か

②同一の字、町内会、小学校区等

③生活利便施設、公益的施設、利用交通施設
の共通性

④その他

アンケート調査に回答いただいた284市町村のうち、11号条例を制定しており、かつ「自然的社会
的諸条件から市街化区域と一体的な日常生活圏を構成していると認められる地域」の判断について
要件化していると回答があった124市町村について集計したもの。（平成30年4月末時点の状況）

43％

36％

45％

33％
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市街化区域と一体的な日常生活圏を構成の判断基準

①～④いずれかの要件を
規定している

124（89%）

市街化区域に隣接し、又は近接し、かつ、自然的社会的諸条件から市街化区域と一体的な日常生活圏を構成していると認
められる地域であっておおむね五十以上の建築物（市街化区域内に存するものを含む。）が連たんしている地域のう
ち、政令で定める基準に従い、都道府県等の条例で指定する土地の区域内において行う開発行為で、予定建築物等の用
途が、開発区域及びその周辺の地域における環境の保全上支障があると認められる用途として都道府県の条例で定める
ものに該当しないもの

○ 条例を制定している自治体のうち89%の自治体が①～④いずれかを要件化している。
要件化していない自治体の一部では条文の要件を特に考慮していない。

いずれも規定していない
15（11%）

【運用指針で定める要件】

①河川、山林、高速道路等が存し、
明らかに日常生活圏が分断されてい
るか否か

②同一の字、町内会、小学校区等

③生活利便施設、公益的施設、利用
交通施設の共通性

④その他

11号条例の制定状況⑤ 市街化区域と一体的な日常生活圏を構成

アンケート調査に回答いただいた284市町村のうち、11号条例を制定して
おり、かつ「自然的社会的諸条件から市街化区域と一体的な日常生活圏を
構成していると認められる地域」の判断について回答があった139市町村
について集計したもの。（平成30年4月末時点の状況） 49



市街化区域に隣接し、又は近接し、かつ、自然的社会的諸条件から市街化区域と一体的な日常生活圏を構成していると認
められる地域であっておおむね五十以上の建築物（市街化区域内に存するものを含む。）が連たんしている地域のう
ち、政令で定める基準に従い、都道府県等の条例で指定する土地の区域内において行う開発行為で、予定建築物等の用
途が、開発区域及びその周辺の地域における環境の保全上支障があると認められる用途として都道府県の条例で定める
ものに該当しないもの

○ 連たん戸数については、条文を踏まえ、50戸を要件としている自治体が多い。また、連たんを判断す
る距離は50mとしている自治体が多い。

40戸
20%(25)

150戸
1%(1)

45戸
3%(4)

50戸
76%(97)

※戸数を定めていない市町村(21)は除く ※距離要件を定めていない市町村(19)は除く

11号条例の制定状況⑥ 連たんの判断基準

連たん戸数 建築物(又は敷地)と建築物の距離

70~100m
7%(9)

100m超
1%(1)

50~70m
25%(32)

50m
67%(87)

アンケート調査に回答いただいた284市町村のうち、11号条例を制定して
いる148市町村について集計したもの。（平成30年4月末時点の状況） 50



＜Ｋ市の事例＞

○ Ｋ市ではＨ１８年に条例が施行されたが、対象区域を地理的に限定せず、一定の要件を満たせば調整区域の
地域で開発可能とした。この結果、調整区域での開発許可件数は２倍以上に増加し、スプロール化が進行したこ
とから、Ｈ２３年に条例は廃止された。

○ なお、条例適用期間中、転入者の増加は見られたものの、市内及び近隣市町からの流入が全体の７割を占め、
広域的な観点からの人口増加の効果は限定的であったといえる。

法第34条第11号及び第12号
の開発許可状況

（Ｋ市）

市街化調整区域内でのスプロールが進行

凡 例

市街化区域

法34条第11号及び第12号
の開発許可箇所

行政界（市街化区域以外
は市街化調整区域）

※一定の条件を満たせば、市街化調整区域内全域で11号に基づく開発行為等が可能 51

郊外部でなお進行する宅地化①



＜Ｈ市の事例＞
○ Ｈ市では市街化調整区域のうち、11号条例の対象区域として2,465ha(約48%)を指定（H15）した（H22に1,201haに縮小）。
○ 開発許可事案（専用住宅、分譲住宅、アパート等）のほとんどが11号条例区域内で行われる一方、市街化区域内では
人口減少するエリアが多くなっている。

新築アパートが建ち並ぶ地区

11号条例廃止
11号区域

凡 例

法34条第11号区域

法34条第11号廃止区域

行政界（市街化区域
以外は市街化調整区域）

市街化区域

52

郊外部でなお進行する宅地化②



＜U市の事例＞

○ U市では郊外部まで市街地が広がり、生活に身近な施設が拡散。このため、人口減少・超高齢社会を見据えた
ネットワーク型コンパクトシティの形成を目指し、H３０年４月に「市街化調整区域整備及び保全の方針」を改定。

○ 集落の無秩序な拡大を抑制するため１１号条例をＨ３２年３月末に廃止し、市街化調整区域では地域拠点や小
学校周辺地域に限って地域住民や民間事業者の発意により地区計画の策定が可能となる制度の要件を緩和。
計画的な居住地の形成を図ることとした。

1976年 2014年
宅地面積 4,484ha ⇒ 11,453ha（約2.6倍）
農地面積 18,710ha ⇒ 14,929ha（約2割減）
森林面積 12,205ha ⇒ 9,865ha（約2割減）
人 口 約37万人 ⇒ 約52万人（約1.4倍）

※郊外部まで市街地が広がり、生活に身近な施設が拡散

1976(S51) 2014(H26)

（出典：U市提供資料）

＜凡例＞

市街化区域

地域拠点

小学校周辺地域

※市街化区域以外は
市街化調整区域

１１号条例を廃止し、市街化調整区域では地域拠点等に
限って地区計画制度を活用し計画的な居住地の形成を図る

※一定の条件を満たせば、市街化調整区域内全域で
11号に基づく開発行為等が可能 53

郊外部でなお進行する宅地化③



＜Ｕ市における新たな地区計画制度＞

○ 市街化調整区域内の地域拠点、小学校周辺に限定し地区計画が策定可能

○ 従来の地区計画の最低面積要件を10,000㎡以上としていたところを5,000㎡まで緩和

○ 地域が主体の地区計画の策定が円滑に進むよう、アドバイザー派遣等の支援を実施

（出典：U市ホームページ掲載資料より国土交通省で作成）

54

Ｕ市における市街化調整区域の地区計画について


